











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Actions of Director and Controlling Shareholders in Connected
 
Transaction of Listed Company by Law）」である。主要な論文とし
て、「破解農民融資難題―?農作物与農産品抵押」『法学家』2008年第３
期；「合同解釈方法的実証分析」『北京城市学院学報』第2005年第２期；
「私人秘碼在電子商務中的法律地位和作用」『民商法学』2001年第３期な
ど、多数の研究論文がみられる。なお、1987年に法官資格及び2006年に
司法資格を取得。今日、中国の私法学界における新進気鋭の研究者、特
?? 梁慧星：『民法総論』、法律出版社1996年、第240頁。
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に物権法の専門家として知られる。現在、汕頭大学法学院副教授。
訳者あとがき…行政法規導入への疑問
中国物権法の制定過程においては、「なぜ社会主義社会に物権法が必要
なのか」、「物権法草案は社会主義の原則に反し違憲である」など多様な
論争がみられたが、14年にわたる歳月を経て、終に2007年10月から施
行されるに至っている。それだけに、〝依法治国"「法に依って国を治め
る」、〝国家尊重和保障人権"「国が人権を尊重し保障する」が中国憲法に
掲げられている今日、新物権法第４条に「物権に対する平等保護の原則」
が規定されたことは、「中国的特色をもった社会主義法制」の新たな法治
の在り方として注目されてよい。註１
しかし、新物権法にはまったく疑問がないわけではない。その一つに、
原著者劉生国教授が指摘する「行政法規の導入」問題がある。そもそも、
この物権法の制定には「担保目的物の範囲の拡大」に一定の期待が寄せ
られていたが、これが適えられなかった。すなわち、ある財産に抵当権
を設定することを許すか否か、これを行政法規で制限できる、としたこ
とである。（第180条、184条）。こうした行政法規の導入は、運用によっ
ては、物権法定主義の原則を超えて民事活動に一定の縛りをかけること
が可能になるであろう。そればかりか、不動産の「収用」に関する第42
条、動産および不動産の「徴用」に関する第44条等は、行政法規の導入
を明示する条項である。註２ 社会主義国家における個人の財産権保障
を開く上で、これらの行政法規の導入は、守護すべきものは公権か人権
かを示す分水嶺いえよう。
また、例えば劉教授の指摘する「抵当財物の貸出し問題」について触
れると、日本の改正民法が生かされていない。即ち『物権法』第190条
では、その後段に「抵当権設定契約を締結した後に抵当物を賃貸した場
合、当該賃貸関係は登記された抵当権に対抗することができない」と規
定している。この間、日本民法は、多くの判例を重ねた末、2004年に「抵
当権者に対抗することができない賃貸借により抵当権の目的である建物
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の使用又は収益をする者（抵当建物使用者）は、その建物の競売に買受
人の買受けの時から６か月を経過するまでは、その建物を買受人に引渡
すことを要しない」（395条１項）と定め、「明渡執行猶予制度」を新設し、
伝統的な登記ないし対抗要件具備の時間的先後という基準を捨てて担保
物権制度に新たな一歩を開いた。これは抵当権者に対抗することができ
ない賃貸借に基づく抵当建物の占有者を保護しようとするものである。
中国物権法には、「中国的特色」の名において、敢えて旧来の規定を温存
させた条項がみられる。
だが積極的な改革もみられる。新物権法に「物権的請求権」が保障さ
れたことは、この国における物権保護の強化を示す新たな表象といえよ
う。すなわち、従来、物権侵害に対する法の解釈と適用は区々であった
が、これが「物権確認請求権」（第33条）、「現物返還請求権」（第34条）、
「妨害排除請求権」（第35条）、「原状回復請求権」（第36条）、「損害賠償
請求権」（第37条）等と規定、整備され、物権の保護及び強化が図られ
ることになった。これらの諸条項は、公民の財産権保障に大きく貢献す
るであろう。註３
08年10月12日、?農村改革を推進するための若干の重大な問題に関
する決定?（３中全会）が公表された。農民の土地請負経営権（使用権）
の自由取引を促進することを柱にしたものである。決定された農地使用
権の売買が本格化すれば、当然?抵当権制度>と結びつき、金融制度の
あり方が問われよう。注目したい。
註１．こうした論争の背景について概述した優れた論文として、孫憲忠
「物権法的制定与実施」『法治藍皮書』中国法治発展報告No.６
（2008），中国社会科学院法学研究所編、209頁以下。
註２．渠濤「中国物権法概観―?立法の背景とその特徴について」『ノモ
ス』第21号（2007・12、関西大学法学研究所）、89頁。
註３．鈴木賢・崔光日・宇田川幸則・朱曄・坂口一成訳『中国物権法・
条文と解説』（2007年・成文堂）、８頁。
〔訳者；鈴木敬夫，汕頭大学法学院教授〕
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